
 

 

○ 安全・安心で住みやすいまちづくり 

（１）災害に強いまちづくりの推進 

◇ 南海トラフ巨大地震に伴う津波浸水対策等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本市の提案・要望】 

○ 海岸・河川堤防の耐震・液状化対策等を推進するための財政支援の拡充 

【現状・課題】 

○ 国において防災・減災対策本部が設置され、気候変動の影響により頻発化･激甚化が懸

念される自然災害や切迫する巨大地震等から国民の生命と暮らしを守るべく、これま

での教訓や検証を踏まえた抜本的かつ総合的な防災・減災のための長期的な国土・地

域づくりのあり方が講じられている。 

○ 今後、高い確率での発生が想定される南海トラフ巨大地震に直面した場合、地盤の液

状化に伴う堤防の沈下等により、津波による浸水被害は大阪市域の約３分の１に及ぶ

と想定されていることから、大阪府市では、平成 26 年度から令和５年度迄の対策完了

を目標として、緊急的な既存堤防の耐震・液状化対策に取り組んでいる。  

○ 加えて、平成 30 年の大阪府北部地震や台風第 21 号など、大規模自然災害が相次いで

発生しており、本市としても市域全体の防災・減災対策をより一層進めていかなけれ

ばならない。 

（海岸・河川堤防の耐震・液状化対策等を推進するための財政支援の拡充） 

○ 人口・企業・資産が集積する大阪が津波で浸水すれば、甚大な人的・物的被害ととも

に、国全体の経済産業活動にも大きな影響を及ぼし、国家的に大きな損失となるため、

国としても危機意識を共有し、堤防の耐震・液状化対策の推進に、積極的に支援すべ

きである。 

○ しかしながら、既存の防災・安全交付金においては、対策の実施に必要な事業費が確

保できていない状況であることから、交付金事業等における堤防の耐震・液状化対策

の推進に必要な財源確保のための国費の大幅な増額と、大都市圏の被災が及ぼす国全

体の経済活動への重大な影響に十分配慮した国費の配分など財政支援の拡充が必要で

ある。 

○ 南海トラフ巨大地震に伴う津波浸水対策を短期集中的に推進するため、南海トラフ特

措法の特例措置（補助率の嵩上げ）の対象事業を、現行の津波避難タワーや避難経路

の整備等のほかに、堤防の耐震対策などの緊急性の高いハード対策にも拡大し、対象

区域についても南海トラフ特措法の特別強化地域に加え、都市部のゼロメートル地帯

等に拡大するとともに、加えて地方負担分に係る起債充当率や交付税算入率を優遇す

る新たな財政支援制度の創設が必要である。 

○ 臨海部の一部で前面には係留施設、背後には危険物取扱施設が大規模かつ近接して立

地している箇所での耐震・液状化対策にあたっては、背後の施設に影響を与えること

なく、企業活動に極力配慮した高度な技術力が必要であることから、国直轄事業によ

る堤防耐震対策の実施が必要不可欠である。 

 〇 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策を推進するため、国において「防災・

減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」が決定され、本市においても積極的に活

用しながら災害予防に取組んでいる。これら大規模かつ中長期的な対策を計画的かつ

着実に推進するため、必要な予算・財源を当初予算を含め、安定的に確保するなど、防

災・減災、国土強靱化対策の推進に積極的な支援が必要である。 

 
担当：大阪港湾局・建設局 

（国土交通省・内閣府） 



 

 

防災・減災国土強靭化対策 主な本市対象事業

激甚化する風水害や大規模地震等への対応 ・緊急交通路における無電柱化

・無電柱化と連携した下水管渠の耐震対策

・下水道施設の地震対策

・道路ネットワークの機能強化対策（淀川左岸線2期）

・臨港交通施設の機能強化

・港湾施設、海岸堤防の老朽化対策

・グリーンインフラを活用した防災・減災対策

・道路交通の低炭素化（安全で快適な自転車利用環境の創出）

○海岸・河川堤防の耐震・液状化対策等を推進するための財政支援の拡充 

＜南海トラフ巨大地震・津波の被害想定と堤防の耐震・液状化対策の事業効果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事業を推進するための財政支援制度の拡充＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜防災・減災、国土強靭化対策のための５か年加速化対策（防災・減災対策項目を一部抜粋）＞ 

 

 

南海トラフ巨大地震に伴う津波浸水想定（ ：浸水区域）  

市域浸水面積 

 約 7,100ha （※１） 

うち浸水深 1m 以上 

    約 4,300ha（※２） 

市域浸水面積 

 約 1,900ha（約 7割減） 

うち浸水深 1m 以上（※２） 

 約 500ha（約 9割減） 

※１「大阪府防災会議 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会」による想定 

※２ 津波浸水深 1m 以上の範囲については、避難していない人の死亡率 100％と想定 

南海トラフ巨大地震対策の早期対策完了のため 
〇交付金事業等、対策完了に必要な財源確保のための国費の大幅な増額 

〇大都市圏の被災が、国全体の経済活動に及ぼす重大な影響に十分配慮した国費の配分 

〇南海トラフ特措法の対象事業・区域の拡大、地方負担分に係る起債充当率・交付税算入率等の優遇措置 

〇背後に危険物取扱施設が立地し、高度な技術力が必要な海岸堤防における耐震・液状化対策の早期直轄事業化 
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津波浸水想定図 

【対策後】 

津波浸水想定図 

【対策前】 

R4 末時点 未対策箇所 

   直轄事業要望箇所 

被害想定 

死者数 約 12 万人（市域） 
経済被害 約 28.8 兆円（府域） 

危険物取扱施設近接箇所の直轄事業化 （大阪港 此花区） 


